
（別記） 

令和７年度栗山町農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

（１）作物作付状況 

栗山町は、平成２５年の水田面積は約 3,828ha、水稲面積は 1,938ha であり、転作率は 49％で

あった。令和５年以降畑地化が進み、令和６年では水田面積 2,898ha、水稲面積 1,336ha、転作率

約54％と、畑地化に伴い転作率は下がっている。また、主な転作作物とその面積は、小麦1,011ha、

飼料作物 95ha（WCS 用稲除く）、大豆 123ha、玉葱 44ha となっており、転作面積の大部分を占め

るこれらの土地利用型作物は畑地でも同様に大きな面積を占めている。その中でも小麦の作付面

積は常に拡大傾向であり、水稲と並ぶ当町の基幹作物として重要な位置を占めている。 

 

（２）現状と課題、そして将来方向 

栗山町においても、農家戸数・人口の減少、高齢化、農業労働力の減少、消費者ニーズの多様

化など、さまざまな課題に直面し農村活力の低下が懸念されている。この影響により、生産力及

び潜在能力低下、農地流動化や規模拡大ペースの鈍化、不作付地・耕作放棄地の増加、労働力減

少による農作物管理不足の懸念がある。また、水田機能を活用しない農地については畑作物の本

作化を進めていく一方、畑地化した農地の作付計画、収益力確保および不作付地・耕作放棄地の

増加が今後懸念事項となる。 

こうした懸念事項を抱えながらも、地域農業の活性化に向け交付金を活用し農業所得の増加・

安定により、力のある担い手を確保し、作物生産の維持・拡大を図る必要がある。担い手と農業

関係機関が一体となり、農業後継者や新規参入者等、次世代の担い手の育成と確保に努める。ま

た、基盤整備事業を活用し水田の大区画化、圃場整備を進め、作業効率の向上、多様化・高度化

する食料供給に対応すべく耕地利用率の向上により、意欲ある農業経営体を育成する。担い手へ

の農地集積は、北海道農業公社の農地中間管理機構（農地バンク）の事業、農地保有合理化事業、

農地利用集積円滑化事業を活用しながら、迅速な対応・効率的な集積を推し進める。 

また、国内他産地に負けない高い競争力の生成は勿論、国際競争力を高める為にも高い生産力・

品質と低コスト生産を兼ね備えた農業を目指す必要がある。 

これらの課題を克服に向け、当町農業のテーマである【多彩な担い手、ゆたかな農地と栗山の

未来づくり】を掲げ、安定的な農業生産基盤の確立、魅力ある農業の確立を目指す。 

 

 

２ 高収益作物の導入や転作作物等の付加価値の向上等による収益力 
強化に向けた産地としての取組方針・目標 

栗山町の転作作物については転作面積の大部分を小麦、大豆が占めている。農家戸数の減少に

よる担い手への土地の移動により１戸あたりの耕地面積が増え、限りある労働力と労働時間を有

効に活用できうる土地利用型作物の作付が増えてきている。 

しかしながら、圃場状態、透排水性が悪い圃場もあり、収量の向上を阻んでいる。したがっ

て、基本技術の励行に立ち返り、適正な輪作、湿害対策、土壌診断、適正施肥、防除、そして省

力化をとりすすめ、品質・収量・生産性の向上に取り組むことでより一層の所得確保に努める。 

高収益作物は市場やユーザーの動向を見極め、産地ブランドの確立を図り地域に適した品種の

選定・普及及び栽培技術の改善、スマート農業等の省力・低コスト生産技術の導入、出荷時期に

適した品種の選定、販路の拡大などの取組を通じて、特色ある産地づくりを JA と行政、各関係機

関が一体となり安定的な収入確保のため作付け強化を図っていく。 

 



３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

栗山町の基幹作物である水稲は、北海道ブランド米「ゆめぴりか」作付主産地としての地位を

確立している。人口減少、食の多様化による消費減退、新型コロナウイルスの影響により需要は

減少傾向にあった主食用米は、全国的なコメ不足により価格高騰が進み、作付面積も増加傾向と

なっている。主産地としての役割を果たす面積確保とブランドを守るべく、基準品確保と産地指

定の拡大を図り、需要動向を的確に捉えた作付維持拡大、販売用途に応じた作付品種の転換を

し、生産者が安心して作付けをできる価格帯維持のために「生産の目安」を遵守し、JA と行政が

一体となり需要に応じたコメの生産の推進、需給環境整備、米価安定施策による所得確保に努め

ている。 

また、地域におけるおもな転換作物は前文にもあるとおり、土地利用型作物での輪作体系が中

心となっている。しかし、現状において小麦連作の圃場もあり「なまぐさ黒穂病」やその他病害

も懸念されることから、当地域は基本に立ち返り、土づくりを中心とした農業生産基盤の強化を

進めており、その一つとして子実用とうもろこしを導入している。連作障害回避のみならず収穫

後の茎葉残渣鋤き込みによる次期作に向けての地力増進など、安定した生産基盤を作る位置づけ

として貴重な作物を担っている。一方、輪作体系の確立が厳しい圃場については、水稲の作付を

基本として１か月の湛水を含めたブロックローテーションや連作障害を回避する取組を行い、収

量の安定化を図ることが必要となる。水稲（水張り）を組み入れない作付体系が数年以上定着し

た農地については、畑地化を推進し、畑地化支援を活用しながら所得確保可能な作物の転換に必

要な機械導入や高収益作物等の面積拡大などを図っていく。 

 

 

４ 作物ごとの取組方針等  

今後の主食用米の需要動向は不透明であるが、当地域の主食用米は北海道ブランド米「ゆめぴ

りか」作付主産地であり、「ゆめぴりか」の作付比率は主食用米全体の作付に対して約５３％（令

和６年度現在）を占めている。ブランド維持の観点から基本栽培技術の励行を行い、高品質・良

食味米の生産を維持していく。また当地域の基幹作物の面積維持拡大を図るため、産地交付金を

有効活用し作付の誘導や品質向上、農業所得の向上のため生産振興の推進を図る。 

 

（１）主食用米 

生産の目安に沿った作付を行い、消費者から認められる良食味米の産地として更なる品質の

向上や生産コストの低減、高品質・良食味米の生産を推進し、安定した品質のものを安定供給

できる産地を目指す。 

 

（２）備蓄米 

主食用米の作付面積とのバランスを図りながら水田機能の維持、多面的機能の維持の面から

も新規需要米も加えた水田面積の確保が重要な状況である。 

備蓄米は、安定的な売渡しが可能であり主食用米偏重解消が図れることから、作付を検討す

る。 

 

（３）非主食用米 

加工用米や新規需要米など非主食用米の有効な活用により安心・安全で低コストな北海道

米への多様なニーズに対応した安定生産・安定供給を図るとともに、水田機能の維持と生産

力の確保を図る。 

 

 

 



  ア 飼料用米 

主食用米の生産目安を守りつつ水張り面積の維持に向け取り組んでいる。道内の需要動向を指

針とし地域の畜産農家や、実需者との連携により需給バランスに応じた作付を行う。生産面にお

いては、直播栽培技術・機械栽培体系を確立し省力化・低コスト化を図り、また、収量を増やす

ことが重要であるため、多収品種を作付し収益を確保できる安定的な生産を目指す。 

 

  イ 米粉用米 

米粉用米の生産にあたっては、確実な事前契約により、需要に応じた作付を確保する。ノング

ルテン食材としての固定的需要があることから、実需者との結びつきを深めながら、安定生産を

推進する。 

 

  ウ 新市場開拓用米 

国内の主食用米は需要が減少している中、水田機能の維持、多面的機能の維持の面からも新

規需要米も加えた水田面積の確保が重要な状況である。 

将来を見据え、今後主食用米等の需要動向の変化に対応するため、新たに需要の拡大が期待

される輸出用米への転換も視野に入れ、地域の水田機能の維持や水田農業の所得を確保してい

く。 

 

  エ WCS 用稲 

配合飼料の価格が高騰する中、地域内での粗飼料の確保は大変重要であり、WCS 用稲の生産に

あたっては、直播栽培・機械栽培体系による省力化・低コスト化で、収益確保が可能である。地

域の水田機能の維持や水田農業の所得確保を目指すためには必要なことから需要に応じた生産

を推進する。 

 

  オ 加工用米 

加工用米の生産にあたっては、確実な事前契約により、需要に応じた作付を確保する。生産面

においては、直播栽培・機械栽培体系の確立等により省力化・低コスト化を図り、収益確保の出

来る生産体制を確立する。 

 

（４）麦、大豆、飼料作物 

小麦、大豆、飼料作物においては国の戦略作物として当地域でも転換作物の中心的位置付けを

担っている。小麦及び大豆においては農家収益の向上と輪作体系を確立するうえで重要な作物で

あることから、今後も品質・収量の安定化と作付面積の維持拡大を図っていかなければならない。 

しかし、現状は小麦の作付は増加するものの大豆の作付は減少をたどっており、作付の分散化

を図るためにも小麦から大豆への作付誘導が必要である。小麦に劣らない安定生産および収益力

向上が大豆に必要であることから小麦との支援単価に単価差を設け、作付誘導を図るためにも大

豆に重点を置いて支援を行っていく。また、作物が固定された連作圃場もみられることから輪作

の取組を推進し、収穫後の湛水や、連作障害回避の取組を実施する。飼料作物については、配合

飼料の価格が高騰する中、地域内での粗飼料確保のために推進を行う。 

また作業コストの低減を図るため、追肥量や農薬量を削減し費用コストの低減に向けた取組に

ついても推進を行う。 

 

（５）そば、なたね 

そばは小麦や大豆の様に産地化はしていないものの、救荒作物と言う事もあり、悪条件の圃

場における重要な作物であり、実需との契約により捨て作りを防止し、安定生産を振興する。 

また、なたねにおいては地域の状況に応じて生産の維持・拡大を推進する。 

 

 



（６）地力増進作物 

地力増進作物（えん麦、とうもろこし、ソルゴー（ソルガム）、イタリアンライグラス、ギニ

アグラス、スーダングラス、アカクローバー、シロクローバー、クリムソンクローバー、ベッチ

類、ペルコ、カラシナ類、レバナ、ハゼリソウ、マリーゴールド、ヒマワリ、シロカラシ、キカ

ラシ、ステビア、ナタネ、ヘイオーツ、ライ麦）は土づくりの基本として、土壌への肥料分や有

機物の補給と、微生物の増殖を助け、透水性の改善や土壌病害を抑えるなどの効果も期待でき

ることから、当地域でも連作障害回避の一つとして導入している。また、緑肥作付後の肥料の減

肥や収量向上により省力化やコスト低減にもつながるため、今後も輪作体系の中の一作物とし

て位置付け、他作物と同様に支援を行う。 

 

（７）高収益作物 

地域で産地形成され一定の評価を得ている。土地利用型作物の作付が拡大する一方、手間のか

かる高収益作物の作付は年々減少している状況である。労働力の確保や施設園芸等の資材高騰に

よる収益性の悪化、気候変動の影響など、そのような問題に左右されない安定した基盤を作るた

めにも高収益作物全体（野菜、果樹、薬草等）に一律の支援を行い、生産者の作付意欲向上を図

り地域の産地形成を進め、水田での所得確保や作付面積の拡大を図っていく。 

また、種子用馬鈴しょについて当地域は道外移出量トップクラスの産地であり、道内の種芋産

地に「ジャガイモシストセンチュウ」の発生分布が広がる中でも、栗山町は発生未確認地域の種

芋産地であることから、安心、安全な産地を守っていかなければならない。そのためにはより一

層、病害虫の侵入防止対策等の励行が必要なことや産地として衰退させないためにも産地交

付金での支援を継続し、作付面積維持拡大を図ることが必要である。 

 

 

（８）子実用とうもろこし 

子実用とうもろこしは当地域の輪作体系における重要な作物として期待されている。栗山町に

当作物を原料とした「コーングリッツ」の製造工場も稼働しており、食品加工用として子実用と

うもろこし作付に取り組む生産者は増加傾向にあり、地域としても生産部会を立ち上げ積極的に

作付推進を行っている。現状、収量の安定性に不安はあるが生産技術の向上に資する取組支援を

行うことで、作付面積および収量は増加傾向であり、令和４年から水田リノベーション事業によ

る支援対象作物となり一層収益力向上が見込める作物と期待される一方、需給に応じた生産を図

ることから畑作物産地形成促進事業を考慮した支援単価の調整を図り、魅力ある作物として推進

を行う。 

 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細  

別紙のとおり 
 

 ※ 農業再生協議会の構成員一覧（会員名簿）を添付してください。 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

1336.55 1393.7 1400

0 23.03 0

37.12 28.09 20

0 1.76 0

8.44 10.19 12

66.02 58.73 30

0 10.66 11

1011.99 962.84 1050

123.39 105.2 195

95.77 94.35 120

・子実用とうもろこし 0 0 0

0 3.59 1

0 4.91 6

26.36 63.54 32

112.49 99.4 110

・野菜 109.67 97.27 100

・花き・花木 2.82 2.17 10

・果樹 0 0 0

・その他の高収益作物 0 0 0

31.92 20.7 39.6

・雑穀（子実とうもろこし） 31.02 18.04 37

・てん菜 0.18 2.4 1

・小豆 0.72 0.26 1.6

336.81 98.75 461.56

麦

作物等
前年度作付面積等

当年度の
作付予定面積等

令和８年度の
作付目標面積等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米

その他

畑地化

大豆

飼料作物

そば

なたね

地力増進作物

高収益作物



６　課題解決に向けた取組及び目標

前年度（実績） 目標値

作付面積 （6年度）1,011.9ha （8年度）1,050ha

収量（秋小） （6年度）452kg/10a （8年度）510kg/10a

収量（春小） （6年度）366kg/10a （8年度）320kg/10a

（6年度）123.3ha （8年度）195ha

（6年度）264kg/10a （8年度）290kg/10a

（6年度）0.18ha （8年度）1.0ha

（6年度）60,8t/ha （8年度）61.0t/ha

（6年度）0.72ha （8年度）1.6ha

（6年度）97kg/10a （8年度）200kg/10a

（6年度）31.02ha （8年度）37ha

（6年度）574kg/10a （8年度）590kg/10a

（6年度）31.02ha （8年度）37ha

（6年度）574kg/10a （8年度）590kg/10a

（6年度）95.77ha （8年度）110ha

（6年度）11.94ha （8年度）20ha

（6年度）198.91ha （8年度）201ha

（6年度）131.17ha （8年度）101ha

（6年度）8.44ha （8年度）12ha

（6年度）1.53ha （8年度）4ha

（6年度）43,860kg （8年度）62,280kg

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

（8年度）12ha

16 新市場開拓用米
新市場開拓用米

新規複数年契約加算

作付面積
取組面積
数　量

15 新市場開拓用米
新市場開拓用米
取組拡大助成

作付面積 （6年度）8.44ha

（8年度）6.0ha

14 そば そば作付助成 作付面積 （6年度）0ha （8年度）3ha

13 なたね
なたね作付助成
（基幹作）

作付面積 （6年度）0.0ha

（6年度）26.36ha （8年度）45ha

12 加工用米 加工用米取組拡大助成 作付面積 （6年度）0ha （8年度）11ha

10
飼料作物

（ＷＣＳ用稲・飼料用米除
く）

資源循環助成
（耕畜連携）

作付面積
取組面積

11 地力増進作物 地力増進作物助成 作付面積

（6年度）80.07ha （8年度）90ha

9 飼料作物
水田放牧助成
（耕畜連携）

作付面積
取組面積

子実用とうもろこし（食
用）

子実用とうもろこし
（食用）収量向上対策

②
（畑産事業対象外）

作付面積
収量

8
野菜（種子用馬鈴しょ除
く）・果樹・花卉・薬草

高収益作物助成 作付面積

7

小豆 小豆収量向上対策
作付面積
収量

6
子実用とうもろこし（食

用）

子実用とうもろこし
（食用）収量向上対策

①
（畑産事業対象）

作付面積
収量

5

（6年度）32.4ha （8年度）52ha

4 てん菜 てん菜収量向上対策
作付面積
単収

2 大豆 大豆収量向上対策
作付面積
収量

3 種子用馬鈴薯 種子馬鈴しょ助成 作付面積

整理
番号

対象作物 使途名 目標

1 小麦 小麦収量向上対策



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：　北海道

協議会名：　栗山町農業再生協議会

1 小麦収量向上対策 1 3,900 小麦 適正施肥　現地講習会の参加　雑草対策　酸度矯正

2 大豆収量向上対策 1 11,000 大豆
大豆生産面積拡大　現地講習会の参加　雑草対策　酸度
矯正

3 種子馬鈴しょ助成 1 46,000 種子用馬鈴薯 作付面積に応じて支援。

4 てん菜収量向上対策 1 36,000 てん菜 酸度矯正　雑草対策　褐斑病防除　風害対策の実施

5 小豆収量向上対策 1 25,000 小豆 酸度矯正　輪作　雑草対策

6
子実用とうもろこし（食用）収量向上対策①

（畑産事業対象）
1 20,000 子実用とうもろこし（食用） 成分分析　輪作　酸度矯正　雑草対策

7
子実用とうもろこし（食用）収量向上対策②

（畑産事業対象外）
1 40,000 子実用とうもろこし（食用） 成分分析　輪作　酸度矯正　雑草対策

8 高収益作物助成 1 40,000 野菜・果樹・花卉・薬草 作付面積に応じて支援。

9 水田放牧助成（耕畜連携） 3 12,000 飼料作物 連携相手との利用供給協定を締結されていること等

10 資源循環助成（耕畜連携） 3 12,000 飼料作物（ＷＣＳ用稲、飼料用米を除く） 連携相手との利用供給協定を締結されていること等

11 地力増進作物助成 1 20,000 地力増進作物
高収益作物の作付　YES!Clean、ｴｺﾌｧｰﾏｰまたはGAPの認
証を取得している作物を作付　窒素量削減等

12 加工用米取組拡大助成 1 20,000 加工用米
直播栽培、 疎植栽培、高密度播種育苗栽培、プール育
苗、温湯種子消毒等18の取組の中から3つ以上取り組む事

13 なたね作付助成（基幹作） 1 20,000 なたね 作付面積に応じて支援。

14 そば作付助成 1 20,000 そば 作付面積に応じて支援。

15 新市場開拓用米取組拡大助成 1 20,000 新市場開拓用米 新規需要米取組計画の認定を受けていること

16 新市場開拓用米 新規複数年契約加算 1 10,000 新市場開拓用米 ３年以上の複数年契約

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してくだ
さい。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。



作物 備考

馬鈴薯
玉葱
長葱
南瓜
トマト
メロン
イチゴ
花卉
アスパラガス
とうもろこし
キャベツ
にんにく
ピーマン
ブロッコリー
サツマイモ

菜豆
青さやいんげん
アジウリ
えだまめ
エンドウマメ
丘わかめ
オクラ
カリフラワー
菊芋
かぶ
カリフローレ
カンロ
きのこ
きゅうり
ケール
しょうが
春菊
すいか
ズッキーニ
セロリ
大根
チンゲン菜
とうがらし
なす
長芋
にんじん
白菜
バジル
パプリカ
ビーツ
ほうれん草
小松菜
まくわうり
水菜
モロヘイヤ
山わさび
レタス
ロマネスコ
花木
栗
ブルーベリー
ぶどう
山菜
薬草
落花生

えん麦
とうもろこし
ソルゴー（ソルガム）
イタリアンライグラス
ギニアグラス
スーダングラス
アカクローバー
シロクローバー
クリムソンクローバー
ベッチ類
ペルコ
カラシナ類
レバナ
ハゼリソウ
マリーゴールド
ヒマワリ
シロカラシ
キカラシ
ステビア
ナタネ
ヘイオーツ
ライ麦

栗山町農業再生協議会　2025年度 作物リスト
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